
 

平成２５年 賃上げ妥結状況等調査の概要 

 

 

Ⅰ．調査実施要領 

 

 １．調査実施機関 

    四国生産性本部［会長：千葉  昭（四国電力株式会社 代表取締役社長）］ 

 

 ２．調査対象 

    四国生産性本部会員企業ほか ８２１社（本社が四国にある企業を対象） 

 

 ３．調査項目 

 （１）賃上げに関する調査 

    ・賃上げ額・率、賃上げ等に関する重視事項・評価・今後の見通し など 

 

 （２）人事・賃金制度に関する調査 

    ・人事・賃金制度の現状と今後の予定 など 

 

 （３）参考調査（女性を中心としたダイバーシティマネジメントの取り組みについて） 

    ・取り組み状況、取り組む・取り組まない理由、取り組み施策 など 

 

 ４．調査方法 

    アンケート調査とし、調査票を対象事業所の人事労務担当部・課長宛に送付して

記入回答を依頼。 

 

 ５．調査時期 

    平成２５年５月下旬～７月上旬 

 

 ６．回答状況 

 （１）賃上げに関する調査 

     回答企業数    １５４社 （昨年１８９社） 

     回 答 率    １８．８％（昨年２２．５％） 

 

＜回答企業数の内訳＞                           （社） 

100人
未満

100～299人 300～999人
1,000人
以上

香川 徳島 愛媛 高知 製造業 非製造業

１１２
(59.3)

区分

25年

24年
８１
(42.8)

２１
(11.1)

６１
(32.3)

２６
(1３．８)

７７
(40.7)

１８９
(100)

９８
(51.5)

６２
(32.8)

２７
(14.3)

２
(1.1)

１５４
(100)

計

６０
(39.0)

９４
(61.0)

従　業　員　規　模　別 県　　　　　　　　別

７４
(48.1)

５０
(32.5)

２３
(14.9)

７
(4.5)

７１
(46.1)

１６
(10.4)

５０
(32.５)

１７
(11.0)

業種別

（注）(  )内は、構成比（％）を示す。 

 

 １ 



 （２）人事・賃金制度に関する調査 

  賃上げに関する調査の回答企業に加えて、２９社が人事・賃金制度に関する調査につ

いて協力。 

     回答企業数    １８３社 （昨年２１６社） 

     回 答 率    ２２．３％（昨年２５．７％） 

 

＜回答企業数の内訳＞                            （社） 

100人
未満

100～299人 300～999人
1,000人
以上

香川 徳島 愛媛 高知 製造業 非製造業

１２９
(59.7)

区分

２５年

２４年
８９
(41.2)

２７
(12.5)

６８
(31.5)

３２
(14.8)

８７
(40.3)

２１６
(100)

１１１
(51.4)

６７
(31.0)

３１
(14.4)

７
(3.2)

１８３
(100)

計

７３
(39.9)

１１０
(60.1)

従　業　員　規　模　別 県　　　　　　　　別

８５
(46.4)

６０
(32.8)

２８
(15.3)

１０
(5.5)

８５
(46.4)

１７
(9.3)

５８
(31.7)

２３
(12.6)

業種別

（注）(  )内は、構成比（％）を示す。 

 

 

※調査結果利用上の注意 

 

 （１）集計方法はすべて、企業を１単位とする単純算術平均によっています。 

（２）平均値をみる場合、回答企業数が少ないと統計上の誤差が大きくなりますので注意してください。 

 （３）対前年比較や経年変化を見る場合、回答企業が毎年異なっていますので注意してください。 

 （４）参考調査は、平成２５年のみの調査となっています。 

 

 

Ⅱ．調査結果 

１．賃上げについて 

（１）賃上げ妥結状況 

① 概 要 

今年の賃上げ額（妥結額）は、回答のあった全業種平均で４，０３４円、賃上げ率

は平均で１．５８％となり、前年に比べ金額で４２２円、賃上げ率で０．１３ポイン

ト上昇している。 

 

［表１］平成２５年賃上げ額および賃上げ率                （円、％） 

平成２５年（A） 平成２４年（B） 差（A－B） 

賃上げ額 賃上げ率 賃上げ額 賃上げ率 賃上げ 賃上げ率 

４，０３４ １．５８ ３，６１２ １．４５ 
４２２ 

（２２） 

０．１３ 

（０．０３） 

（注）（  ）内は、平成２４年の調査結果。 

 

（参考１）賃上げ前基準内賃金 

２５４，６７７円 ２４８，５７０円 － 

 

 

 
２ 



 

（参考２）妥結額・賃上げ率の推移 
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②   業種別 

製造業では、食品、紙・パルプ、化学工業、非鉄金属、その他製造業等の業種が昨年

実績を上回った結果、賃上げ額が平均で前年比１００円増の４，０１８円、賃上げ率は

ほぼ同率の１．６６％となった。 

他方、非製造業でも建設業や卸売業、金融・保険業、情報通信業、サービス業等の業

種が前年実績を上回った結果、賃上げ額は平均で前年比６１１円増の４，０４４円、賃

上げ率も０．２１ポイント増の１．５４％となった。 

 

［表２］製造業・非製造業別賃上げ額および率                 （円、％） 

 平成２５年（Ａ） 平成２４年（Ｂ） 差（Ａ―Ｂ） 

賃上げ額 賃上げ率 賃上げ額 賃上げ率 賃上げ額 賃上げ率 

製 造 業 ４，０１８ １．６６ ３，９１８ １．６７ １００ ▲０．０１ 

非製造業 ４，０４４ １．５４ ３，４３３ １．３３ ６１１ ０．２１ 

 

③   規模別 

「３００人～９９９人」と「１，０００人以上」の規模で賃上げ額と賃上げ率が低下

したが、「１００人未満」と「１００人～２９９人未満」の規模では、賃上げ額と賃上げ

率も前年より増加している。 

 

［表３］従業員規模別賃上げ額および率                  （円、％） 

 平成２５年（Ａ） 平成２４年（Ｂ） 差（Ａ―Ｂ） 

賃上げ額 賃上げ率 賃上げ額 賃上げ率 賃上げ額 賃上げ率 

100 人未満 ４，１４１ １．６８ ３，６５７ １．５０ ４８４ ０．１８ 

100～299 人 ３，９７２ １．５５ ３，５４２ １．４４ ４３０ ０．１１ 

300～999 人 ３，４７４ １．３０ ３，５７８ １．３２ ▲１０４ ▲０．０２ 

1,000 人以上 ５，１７８ １．８１ ５，８０６ １．９８ ▲６２８ ▲０．１７ 

 

④  賃上げ額および賃上げ率の分布 

  賃上げ額では、３千円台の企業の割合（２４．０％）が最も多く、４千円台と合わせ

て全体の約半数（４５．４％）近くを占めている。 

また、賃上げ率も昨年同様、１％台の企業が５７．１％と５割を超えている。 

 

［表４］賃上げ額の分布                           （％） 

賃下げ ０円 2千円未満 2千円台 3千円台 4千円台 5千円台 6千円台 7千円台 8千円台 9千円台 1万円以上 計

０．０
(1.1)

３．２
(2.1)

１００．０
(100.0)

２．６
(10.1)

１３．６
(12.2)

１３．０
(11.1)

２４．０
(19.6)

２１．４
(24.3)

１２．３
(10.1)

５．２
(5.3)

２．６
(2.1)

０．０
(0.5)

１．９
(1.5)

 
（注）（  ）内は、平成２４年の調査結果。 

 

 

［表５］賃上げ率の分布                           （％） 

賃下げ 0% 0.50%未満 0.50-0.99% 1.00-1.49％ 1.50-1.99％ 2.00-2.49％ 2.50-2.99％ 3.00-3.49％ 3.50％以上 計

０．０
(1.1)

２．６
(3.7)

１００．０
(100.0)

２．６
(10.1)

５．２
(2.6)

１１．７
(12.7)

２６．６
(20.1)

３０．５
(32.3)

１４．３
(11.1)

５．８
(4.2)

０．６
(2.1)

 
（注）（  ）内は、平成２４年の調査結果 

 

 
４ 



（２）賃上げ率の結果と重視した要因 

①  賃上げ率の結果 

今年の賃上げ率は、昨年と「同率」と回答した企業が約４９％と最も多かった。 

なお、昨年より「上がった」企業は約２６％、「下がった」企業は約２５％であった。 

 

［表６］賃上げ率の結果                     （％） 

賃上げ率が上がった ２５．６（２９．６） 

昨年と同率 ４９．４（４４．３） 

賃上げ率が下がった ２５．０（２６．１） 

 （注）（ ）内は、平成２４年の調査結果。 

 

 

② 重視した要因 

（ア）賃上げ率が上がった企業 

    昨年に比べて「賃上げ率が上がった」と回答した企業が、その決定において重視し

た要因は、「自社の業績・支払い能力」（５８．７％）が最も多く、次いで「労働力の

確保・従業員のモラールの高揚」（４７．８％）の順となっている。 

 

なお、今年の春闘では、政府がデフレからの脱却を目指し、企業に対して異例の賃

上げ要請を行ったが、『雇用・所得拡大に向けての税制措置』の割合は６．５％、『最

低賃金の改定』の割合は２．２％となっている。 

 

［表７］賃上げ率が上がった企業の重視要因（複数回答）       （％） 

自社の業績・支払い能力 ５８．７（６６．１） 

労働力確保・従業員モラールの高揚 ４７．８（３９．０） 

経済・物価動向と今後の見通し ２１．７（１３．６） 

同業他社の水準 １９．６（１０．２） 

そ

の

他 

労使関係の安定 ２１．７ 

（１６．９） 雇用・所得拡大に向けての税制措置 ６．５ 

最低賃金の改定 ２．２ 

 （注）（ ）内は２４年の調査結果。 

 

 

（イ）賃上げ率が下がった企業 

    昨年に比べて「賃上げ率が下がった」と回答した企業が、その決定において重視し

た要因は、「自社の業績・支払い能力」が５１．２％と最も多く、次いで「経済・物価

動向と今後の見通し」（２６．８％）、「雇用の維持」（２２．０％）となっている。 

 

［表８］賃上げ率が下がった企業の重視要因（複数回答）       （％） 

自社の業績・支払い能力 ５１．２（５８．５） 

経済・物価動向と今後の見通し ２６．８（４９．１） 

雇用の維持 ２２．０（１８．９） 

同業他社の水準 １２．２（１７．０） 

その他 ４１．５（１８．９） 

 （注）（ ）内は、２４年の調査結果。 

 

５ 



 

（３）賃上げに対する回答企業の評価 

賃上げに対する企業側の評価を聞いた結果、会社の支払い能力からみると、「妥当」と

する回答が８割を超えている。また、世間水準、物価水準からみた場合も、約７割の企

業が「妥当」と回答している。 

 

［表９］賃上げに関する評価                      （％） 

区　　分 高過ぎた やや高かった 妥当 やや低かった 低すぎた 無回答 計

100.0
(100.0)

4.4
(6.9)

100.0
(100.0)

0.0
(0.0)

9.8
(10.2)

70.5
(69.5)

12.6
(10.6)

2.7
(2.3)

4.4
(7.4)

100.0
(100.0)

1.1
(0.0)

7.7
(7.4)

0.0
(0.0)

0.0
(0.0)

73.8
(72.7)

12.6
(11.1)

1.1
(0.9)

4.8
(7.9)

支払能力

世間水準

物価水準

8.2
(6.9)

82.5
(83.0)

3.8
(3.2)

 

（注）（ ）内は、２４年の調査結果。 

 

 

（４）今後の賃上げ水準の見通し 

政府が描くアベノミクス効果に伴う景気回復を念頭に、今年初めて『今後の賃上げ水

準の見通し』について聞いた結果、「上昇すると予想」と回答した割合が約１７％である

のに対して、「現状を維持する程度」と回答した割合が約６１％となっている。 

 

［表１０］賃上げ水準の見通し                    （％） 

賃金水準は上昇すると予想 １６．９ 

現状を維持する程度 ６１．２ 

賃金水準は低下すると予想  ５．６ 

分からない １６．３ 

 

 

（５）企業経営と賃上げにかかる影響要因 

国際競争の激化や少子・高齢化の進展、従業員の高年齢化など、企業を取り巻く経営

環境の変化等を背景に、今年初めて『企業経営と賃上げに影響を及ぼす要因』について

聞いた結果、「物価・原材料等の値上げ等に伴うコスト増」と回答した割合が７３．０％

と最も高く、次いで「高齢者雇用安定法の改正に伴う総額人件費の増」（４７．２％）と

なっている。 

 

［表１１］企業経営と賃上げにかかる影響要因（複数回答）       （％） 

物価・原材料費等の値上げ等に伴うコスト増 ７３．０ 

高齢者雇用安定法の改正に伴う総額人件費の増 ４７．２ 

為替相場の変動等に伴う企業収益への影響 ２７．０ 

パートタイマーの拡大など労働力構成比率の変化 １９．１ 

雇用・所得拡大に向けての税制措置 １６．９ 

その他 １１．２ 

 

 

６ 



２．人事・賃金制度について 

（１）定期昇給制度 

「定期昇給」は、年功序列型の賃金制度を前提としている場合が多く、労働者にとっ

ては長期的な賃金上昇に伴うモチベーション向上と離職防止の効果がある反面、使用者

にとっては毎年人件費の負担額が増加する側面がある。 

こうしたなか、近年、減少傾向にある定期昇給の導入率を背景に、今回初めて『就業

規則への定期昇給の明記』について確認したところ、７割近くが明記していると回答し

ており、従業員の長期雇用を前提とした人事・賃金制度を設けている状況がうかがえる。 

 

［表１２］就業規則に定期昇給を明記している割合          （％） 

定期昇給制度について就業規則に明記している ６８．９ 

定期昇給制度について就業規則に明記していない ２９．５ 

未回答  １．６ 

 

 （参考３）定期昇給と就業規則 

  労働基準法 第８９条２号では、常時１０名以上の労働者を雇用する場合、就業規則の制定と昇給に関する事項 

（定期昇給の有無、昇給期間、昇給の条件等）を絶対的記載事項としている。ただし、定期昇給の実施は義務づ 

けられておらず、その判断は使用者が行うことになっている。 

 

 （参考４）定期昇給率の低下 

   公益財団法人日本生産性本部が平成２４年１０月～１１月にかけて実施した「第１３回日本的雇用・人事の変 

容に関する調査」によると、年齢や勤続年数に応じた定期昇給がある賃金カーブの設計となっている企業は過半 

数（５５．２％）を占めるものの、「定期昇給はない」という企業も約４割（３９．６％）となっている。 

また、定期昇給の導入率について過去の調査と比較した場合、平成１２年が８７．３％、同１６年が６２．２ 

％となるなど低下しているほか、定期昇給を導入している企業のうち約半数（４７．１％）、従業員５千人以上 

では６２．５％が見直しを検討している。 

 

（２）人事・賃金制度の考え方の現状および今後の予定 

   企業における人事・賃金制度の考え方が、「年功序列主義」から「能力・実力主義」、

「成果・業績主義」へと移行しつつある状況は変わらないが、今後の予定でみた場合、

「成果・業績主義」から「能力・実力主義」に変化する傾向がやや高まっていること

がうかがえる。 

 

［表１３］人事・賃金制度の考え方                      （％） 

 
現   状 

今後の予定 

（２～３年先まで） 

能力・実力主義を中心とした制度   ３７．２（３８．３）   ４３．５（４１．６） 

成果・業績主義を中心とした制度   ２７．９（２８．９）   ３１．７（３６．０） 

年功主義を中心とした制度   ２７．９（２５．９）   ２０．９（２０．２） 

明確な人事・賃金制度は未確立    ７．０（ ６．９）    ３．９（ ２．２） 

合  計 １００．０（１００．０） １００．０（１００．０） 

（注）（ ）内は、平成２４年の調査結果。 

 

（参考５）主な用語の定義 

【能力･実力主義】保有能力の蓄積の度合いあるいは発揮の度合いに基づく制度 

 【成果･業績主義】最終的な具体的アウトプット（成果・業績）の量や質に基づく制度 

【年 功 主 義】 年齢・勤続年数といった属人的要素に基づく制度 

７ 



 

（３）人事・賃金関連諸制度の導入状況 

 ・『目標管理』については、「導入済み」の企業が約６割であり、「導入を考えている」企

業を加えると、昨年と同様に７割を超える。 

 

 ・『業績連動型賞与』については、「導入済み」の企業が約４割強あり、「導入を考えてい

る」企業を加えると６割近くとなる。 

 

 ・『多面評価』については、「導入済み」の企業が約３割強あり、「導入を考えている」企

業を加えると半数近くになるが、「導入予定なし」も５割強となっている。 

 

 ・年俸制とコンピテンシーについては、他の項目に比べて導入割合が低く、約７割以上

の企業が「導入予定なし」と回答している。 

 

［表１４］人事・賃金関連諸制度の導入状況               （％） 

 導入済 

（一部含む） 
導入を検討 導入予定なし 計 

目標管理 
６１．０ 

（５６．８） 

９．６ 

（１５．０） 

２９．４ 

（２８．２） 

１００．０ 

（１００．０） 

業績連動型賞与 
４５．５ 

（４２．５） 

１１．４ 

（１９．３） 

４３．１ 

（３８．２） 

１００．０ 

（１００．０） 

多面評価 
３６．４ 

（３０．０） 

１１．５ 

（２０．７） 

５２．１ 

（４９．３） 

１００．０ 

（１００．０） 

年俸制 
２０．８ 

（１７．１） 

４．８ 

（７．３） 

７４．４ 

（７５．６） 

１００．０ 

（１００．０） 

ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ 
１７．７ 

（１３．４） 

８．５ 

（１６．４） 

７３．８ 

（７０．２） 

１００．０ 

（１００．０） 

（注）（ ）内は、平成２４年の調査結果。 

 

（参考６）主な用語の定義 

【目標管理】 

個々の従業員が自らの業務目標を設定・申告し、その進捗や実行を各人が主体的に管理する手法。 

   【多面評価】 

直接の上司や自部門・他部門の同僚・部下・上司など本人と接触する周囲の人間が報告する手法。 

   【コンピテンシー】 

一定の成果を導出するため社員一人ひとりの「行動特性」や「業務遂行能力」を表し、業務内容や役職に 

応じた期待値との比較に基づいて評価する手法。 

   【年俸制】 

個人の業務実績、企業貢献度等に基づき、年間単位で従業員個人への支払い総額を決定する制度。 

  【業績連動型賞与】 

経営の安定化と従業員の意欲向上を目的に、営業利益等で示される企業業績に賞与支給額を連動させる制度。 

 

８ 



（４）従業員の雇用形態について 

 ① 従業員の雇用形態 

現在の雇用形態は、「正社員」が７６％、「非正規社員」が２４％となっており、昨

年に比べて社員割合が若干増加している。これは本年４月の『改正労働契約法』の施

行（有期労働契約が通算５年を超えた場合、無期契約への転換を義務づけ）等が影響

していると考えられる。 

また、「非正規社員」の内訳は、前年より若干減少しているものの、パート・アル

バイトの割合が依然として１０．９％と最も高い。 

 

［表１５］従業員の雇用形態（現在）                （％） 

直 

接 

雇 

用 

正社員 社  員 ７６．３（７４．０） 

その他 

パート・アルバイト １０．９（１２．３） 

契約社員  ５．４（ ３．９） 

再雇用（正社員以外）  ２．６（ ０．０） 

直接雇用以外 出向、派遣社員等  ４．８（ ９．８） 

 （注）（ ）内は、２４年の調査結果。 

  

（参考７）「平成２２年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概要（厚生労働省）」 

従業員の雇用形態（現在）                      （％） 

正社員 ６１．３ 

パートタイム労働者 ２２．９ 

契約社員  ３．５ 

出向・嘱託・派遣労働者・臨時的雇用者・その他 １２．３ 

 

 

③  今後の雇用形態の変化 

「正社員」については、『改正労働者派遣法』や『改正労働契約法』、『年金機能強

化法』など関係法令の改正等を背景に、約３１％の企業が「増加」と回答している。 

 

    他方、「非正規雇用」については、「パート、アルバイト」を中心に全体の約７割

以上が「不変」としている。なお、今年４月から『改正高齢者雇用安定法』が施行

されたが、再雇用者の割合が「増加」すると回答した企業は約４３％、「不変」と回

答した企業は約５２％となっている。 

 

［表１６］雇用形態の変化（今後の見通し）              （％） 

区   分 増加 不変 減少 

直 

接 

雇 

用 

正社員 社  員 
３１．０ 

（２３．６） 

５１．９ 

（５９．５） 

１７．１ 

（１６．９） 

その他 

契約社員 
１２．７ 

（１２．１） 

７１．８ 

（７７．６） 

１５．５ 

（１０．３） 

パート・アルバイト 
１２．３ 

（１８．７） 

７７．９ 

（７３．３） 

９．８ 

（８．０） 

再雇用（正社員を除く） ４３．４ ５１．５ ５．１ 

直接雇用 

以外 
出向、派遣社員等 

５．５ 

（１４．０） 

７３．１ 

（７４．６） 

２１．４ 

（１１．４） 

（注）（ ）内は、２４年の調査結果。「再雇用」については、本年初めて調査項目に追加。 
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３．参考調査（新規調査） 

 

   ダイバーシティ（diversity）は「人材の多様化」を意味し、近年、女性や障害者、 

高齢者など多様な人材をマネジメントしていくことが経営上の重要な課題となりつつ 

あります。なかでも、女性社員が持つ能力やスキル等を適切に評価し、これからの企 

業経営に積極的に役立てるなど、活躍できる環境の整備が重要です。 

 

   こうした認識のもと、各企業における『ダイバーシティマネジメント』への取り組 

み状況等について調査した結果は以下のとおりです。 

 

 

（１）ダイバーシティマネジメントの取り組み状況 

   「既に取り組んでいる」企業と「取り組む方向で検討している」企業を合わせた割

合が４３．３％となるなど、その重要性については一定の理解が示されている。 

   しかしながら、「注目はしているが、当面取り組む考えはない」と回答した企業の割

合が約３５％と最も高く、四国地域における取り組みの拡がりや定着度合いなど、今

後の動向が注目される。 

 

［表１７］企業の取り組み状況                    （％） 

既に取り組んでいる ２７．８ 

取り組む方向で検討している １５．５ 

注目はしているが、当面取り組む考えはない ３５．０ 

取り組む考えはない ２０．６ 

その他  １．１ 

 

 

（２）ダイバーシティマネジメントに取り組む理由 

   各企業が取り組む理由は多種多様であるが、全体的には「優秀な人材の確保」が約

７４％と最も高く、次いで「組織風土・人材の活性化」（約６５％）と「法規制」（約

５１％）の３つが上位を占めている。 

 

［表１８］主な取り組み理由（上位５項目、複数回答、％） 

優秀な人材の確保 ７４．４ 

組織風土・人材の活性化 

（多様な価値観・スキル・発想を持った人材の有効活用） 
６５．４ 

法規制（男女雇用機会均等法、障害者雇用等） ５１．３ 

企業の社会的使命 ３７．２ 

競争力・創造力の向上 ３３．３ 
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（３）ダイバーシティマネジメントでの取り組み施策 

   女性を中心としたものが多く、結婚・出産後も働きやすい職場環境が整備されてい

る一方、女性の持つ優れた能力や資質、スキル等を活かして活躍できる環境も整えて

いる様子がうかがえる。 

 

［表１９］主な取り組み施策（上位１０項目、複数回答、％） 

育児休暇・短縮勤務制度 ７８．２ 

産前・産後休暇 ７０．５ 

介護・育児休暇 ６９．２ 

再雇用の実施 ４８．７ 

女性管理職の積極的登用 ３９．７ 

中途採用の実施 ３５．９ 

障害者の雇用 ３４．６ 

外国人社員の採用 １９．２ 

経営指針・計画等への女性活躍の明示 １７．９ 

ジョブローテーション制度 １６．７ 

 

（参考８）主な用語の定義 

【短縮勤務制度】 

所定外時間外労働の免除と同様、『改正 育児休業・介護休業法』（平成２２年６月３０日施行、従業員１００ 

名以下の企業等は平成２４年７月１日施行）で定められた事業主側の必須義務のひとつ。事業主は、３歳迄 

の子を養育する労働者に対して「一日原則６時間」の時短制度導入が義務づけられている。 

【ジョブローテーション制度】 

人材育成の手法であるＯＪＴの一環として、従業員の能力開発のために、単一業務ではなく、より多くの業務 

を経験させるよう定期的な職務の異動を行う制度。 

 

 

（４）ダイバーシティマネジメントに取り組まない理由 

   「具体的な成果や効果測定ができない」と回答した割合が約５７％と最も高く、次

いで「マネジメントが難しくなる」（約３４％）、「経営層の判断」（約２２％）となっ

ている。 

 

［表２０］取り組まない理由（複数回答、％） 

具体的な成果や効果測定ができない ５６．８ 

マネジメントが難しくなる ３３．７ 

経営層の判断 ２２．１ 

新たなコスト負担への懸念 １７．９ 

意思疎通や情報管理・共有が困難になる １１．６ 

その他 １１．６ 

 

 

以 上 
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